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博士（経済学）学位請求論文要旨 
 

親子関係の計量経済分析 
―1990～2000年代の中期親子関係について― 

坂本和靖 
 
論文の背景と目的 

 
 本論文の目的は、1990～2000年代における「中期親子関係（元気な親と成人の子どもと
の関係）」を軸とした家計行動のメカニズムについて考察することにある。これまで親子関

係を扱った先行研究の多くは、「前期親子関係（若い親と未成年の子どもとの関係）」と「後

期親子関係（高齢の親と成人の子どもとの親子関係）」に焦点が置かれていた。 
日本の経済学における親子関係に関する先行研究は数多くある。そこでは、消費、貯蓄、

所得・資産移転のみならず、就業行動、同居行動に至るまで家計行動があらゆる角度から

照射されている。 
まず、消費・貯蓄に関する分析に目を向ければ、（子ども世帯との）同居高齢者の経済状

況を考察したHayashi, Ando and Ferris (1988)がその一例としてあげられる。彼らは『全
国消費実態調査』を用いて、同居世帯と、親が同居していない子ども世帯との残差から、

同居高齢者の貯蓄額を間接的に推計している1。また、親子二世帯間での消費構造を観察し

たのが、Hayashi (1997)であった。「全国消費実態調査」を用いて、二世代から構成される
家族のエンゲル曲線の推定を行い、親世帯の所得割合が高い場合、老人に好まれる食料（穀

物、魚、野菜など）の割合が高くなり、支出の内容は所得源泉に影響される結果を得てい

る。所得源泉が消費行動に与える影響を考察する研究は、その後、家計行動の分析手法と

して発展を遂げる Collective Model（Chiappori 1988 1992）にも通じている2。 
所得・資産の移転に目を向ければ、遺産相続・生前贈与などの動機が、「利己的遺産動機」

なのか、それとも「利他的遺産動機」なのかについて多くの議論がなされている。これに

ついては、Horioka (2002)において、包括的な先行研究の整理が行われており、総じて、日
本では相対的に利己的遺産動機に基づく Life-Cycle Modelが成立していることが示されて
いる。 
 さらに、親子の同居行動に関する分析では、同居を高齢者社会保障としての家族機能と

捉え、親の経済状況、親が単身か否かなどの家族構成が、高齢親の同居選択にどのような

影響を与えるかについて考察した一連の研究がある（安藤・山下・村上 1986、Ohtake 1991、
                                                   
1 この分析フレームを活かしながら、さらに詳細に分析したものに高山・有田（1996：7章）な
どが挙げられる。 
2 日本の世帯内分配に関する実証研究としてホリオカ・（財）家計経済研究所（2008）が挙げら
れる。 
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高山・有田 1996、八代他 1997、舟岡 1999、岩本・福井 2001）。また、Yamada (2006)
では、子ども側情報（遺産期待、親の世話に関する意識項目）を活用し、子どもの同居（近

居・接触）選択の動機について検証している。このように、これまで親子関係を題材とし

た研究では高齢者親世帯とその子世帯の親子関係（「後期親子関係」）が中心に扱われてい

る。 
またそれとは逆に、教育経済学の分野、特に教育需要に関する先行研究では、「前期親子

関係」についての研究が非常に多い。松浦・滋野（1996）では、『家計調査』や『貯蓄動向
調査』を用いて、親の属性が子どもの小中学校の私立校選択、塾通いに与える影響につい

て、中村（1993）では、『就業構造基本調査』を用いて、親の属性（職業や学歴など）が子
どもの高等教育への進路に与える影響について、考察している。さらに、樋口（1992、1994）
では、『学生生活調査報告』や『大学生の消費生活に関する実態調査』を用いて、親の年収

と子どもが進学する大学の偏差値との関係についてみており、大学進学・就職に対する親

の影響力が強まっていることを検証し、学校教育を通じた所得格差について論じている3。 
 
本論文では、「前期親子関係」と「後期親子関係」との間に位置する、「中期親子関係」

をその射程とする。何故なら、高等教育の大衆化、労働市場への参入時期の遅れや非正規

雇用の増加、失業率の上昇、晩婚化や非婚化によって、学校卒業後親から完全に自立して

独立した生活をもつまでの期間が長くなっており（宮本 2004: 12）、ライフステージとして 
新しく現出したものであり、研究蓄積が多くないからである。「中期親子関係」はこれまで

「過渡期」として位置づけられてきたライフステージであった。そして、そのライフステ

ージの長期化を可能としたのが、その子どもたちの親の経済力であった。彼らは 1920～40
年代前半生まれの戦前・戦中世代であり、高度経済成長期における安定雇用、バブル期に

おける退職金需給など、相対的に恵まれていた（北村・坂本 2004: 89-90）。そうした諸条
件が揃い、1990年代以降に顕在化した「親への依存期間の長期化」は、親子関係の変化を
招いた。それは、同居率の上昇といった明示的に現れるものだけではなく、親からの子ど

もへの経済的・非経済的援助の常態化をさしており、子ども世帯における就業行動、借り

入れ行動、同居行動などへのあらゆる家計行動における親の経済力の影響となって現れた。

本稿では、未婚者だけにとどまらず、同年代の既婚者についても対象として、親子関係に

関する分析を行う。 
 
 
 
 
 

                                                   
3 日本の教育経済学での実証結果を包括的にサーベイした論文として、小塩・妹尾（2003）が
挙げられる。 
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各章の概要 
 
第 1 章「親の行動・属性がその後の子どもの成長に与える影響―The Sensitivity Analysis of 

Hidden Bias―」 

ここでは、家族構成、経済状況などの幼少期における環境がその後の子どもの成長にど

のような影響を与えるのかについて検証している。ここで扱う「成長」とは達成学歴や初

職など「前期親子関係」研究で取り扱われていた Outcomeのみならず、成人後の子ども達
の身体的・精神的苦痛をも含めている。 
実際の推計では「消費生活に関するパネル調査（以下 JPSC）」の回顧調査を活用し、家
庭環境が子どもの成長に与える影響（Treatment Effect）の計測を Propensity Score 
Matching法を用いて行った。またさらに、Treatment、Outcome双方に影響を与える観測
不可能な要素〈Hidden Bias〉があり、条件付き独立性仮定（CIA）が満たされない場合、
Hidden Bias が Treatment Effect に与える影響はどの程度であるのかを感度分析
（Sensitivity Analysis）した。 
その結果、以下のような結果が得られた。第一に、若齢出産は子どもの学歴達成、就業、

身体的・精神的苦痛と全ての Outcomeに対して負の影響が確認された。第二に、一人親家
庭(親と死別)で育った場合、達成学歴に負の影響があることが確認された。第三に、上記の
Treatment Effect は、観測不可能な要素による影響を考慮しても存在することが確認され
た。 
 

第 2 章「親の援助・経済力が与える若年失業者への影響」 

1990 年代から 2000 年代後半にかけての失業率が高かった期間における、若年失業の有
り様とそれを支える親との関係について、焦点を当てている。玄田（2001）がふれている
ように、当時若年者の失業率は（中高年者の失業と比べて）高かったにもかかわらず、問

題視されなかった。本章では、その原因の一つである、親からの経済的サポートに注目し、

親の経済状況が子ども（未婚者）の離転職行動、また求職行動にどのような影響を与えて

いるかについて考察を行った。 
前半部分では、親の所得階層別の離転職理由、求職意欲、離転職前後の消費・貯蓄変動

を記述統計から考察した。その結果、親の所得が高いほど、前職の離職理由が相対的に自

発的なものとなっており、かつ離職後の求職意欲が低いものとなった。 
後半部分では、親の所得が子どもの再就職確率に与える影響に関する推計を行った。こ

こでは、親の所得と子どもの再就職確率との双方に影響する、Unobserved Factor の効果
を除去するために、Manacorda and Moretti (2006)に倣い、年金制度改革（年金支給年齢
の上昇）を操作変数として用い、再就職確率を推計した。さらに、JPSCの親子間の移転に
関する豊富な情報量を活かして、親からの直接的な所得移転が子どもの再就職確率に与え

る影響についても考察した。推計結果より、親の所得が高いほど（子どもへの所得移転が
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多いほど）求職活動は活発ではなくなり、また再就職確率も低い傾向が確認された。 
 
第 3章「借り入れ制約と親からの移転と消費行動」 

本章では、2 つの分析を行っている。第一に、1990 年代後半から 2000 年代にかけて、
どのような家計が借り入れ制約に陥っているかについての検証、特に親世帯の経済力と子

ども世帯の借り入れ制約との関係に焦点をあてた（Cox 1990）。第二に、借り入れ制約に直
面する家計と直面しない家計両方の消費関数の推計を行うことで、所得の消費への感応度

を比較した。 
分析の結果、親の所得や親からの所得移転は、子どもの家計が借り入れ制約を陥らない

ようにしていることがわかった。さらには、親の所得階層が高いほど、子どもの家計は借

り入れをしない（あるいはする必要がない）傾向にあり、また借り入れをする際において

も、親の所得が高い方が信用を供与されやすい。これは、親の所得階層により、（借り入れ）

市場へのアクセスが制限されてしまうといった一種の階層化の議論にもつながると考えら

れうる。   
また、Switching Regression Modelを用いて、借りいれ制約に直面しているかどうかで、
可処分所得が消費に与える影響にどのような違いがあらわれるかを検証した。その結果、

可処分所得の係数をみると両者とも正に有意となり、また借り入れ制約者の係数の方が高

いことが確認された。さらに、過去の経験を含めた「借り入れ制約 A」と、過去 1 年以内
に制約に陥った「借り入れ制約 B」を比較した結果、後者の係数の方が高い値を示し、借り
入れ制約経験による（所得が消費に与える）効果は徐々に弱まることが確認された。 
 
第4章「親との同居選択の要因とその効果―Propensity Score Matchingによる分析 既婚者の場

合―」 

本章では、第一に、どのような子ども夫婦世帯が親との同居を決断しているのか、第二

に、親と同居することで、（別居者と比べ）家計行動（支出、貯蓄、時間配分）にどのよう

な違いがみられるのかを検証した。 
 まず、同居選択に関する結果は、以下の 6 点にまとめられる。ⅰ）親が単身である場合
は、同居確率が高くなる。ⅱ）夫の稼得能力が高い場合、双方の親とも同居を選択しない

が、夫が自営者・家族従業員として働いている場合は、夫の実家で同居する確率が高い。

ⅲ）将来相続を得られるという期待は、同居と強い正の相関があった。ⅳ）居住地におけ

る「男性割合（男性÷（男性＋女性））」は、妻方同居に対して、正に有意な結果となった。

男性割合が高まることで、女性の希少性が高くなると、女性のバーゲニングパワーが高ま

り、妻方の同居を認めさせることが考えられる。ⅴ）夫が長男である場合、親との同居す

る確率が高い。ⅵ）都市規模による影響は、大都市では、夫方の親との同居確率は低く、

町村では、夫方の親との同居確率は高い結果となった。 
 次に、親との同居が、消費、貯蓄などの家計行動、家事、趣味娯楽などの生活時間、生
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活満足度などの心理項目に対して、どのような効果があるかを検証した。その結果、ⅰ）

妻方同居の効果は夫の労働時間を延ばし、夫方同居の効果は妻の労働時間を延ばす。ⅱ）

家事育児時間を見ると、夫は、妻方、夫方いずれも、別居している時と比べて、家事育児

時間を伸ばしていることが確認できた。ⅲ）妻方、夫方いずれの同居においても、妻、子

どものための支出、支出割合は増加する。ⅳ）妻のための貯蓄が増加する。同居によって、

「家計」という側面では、妻にとって優位となることがうかがわれるなどの結果が得られ

た。 
 
第 5章 「サンプル脱落に関する推計－脱落の規定要因と推計バイアスの検証－」 

本章では、本論文全体で利用されている、JPSCのサンプル脱落の特徴の把握、またサン
プル脱落が与える推計へのバイアスに関する分析を行った。 
本章での分析結果は、以下の 2 点にまとめることができる。第一に、無配偶者、有配偶
者に見られた共通の特徴として、結婚予定者、新婚者などのライフイベント前後における

脱落傾向が強く見られた。また経済的特徴としては、無配偶者では、本人の収入が高いほ

ど、収入変化額が正に大きいほど、逆に、有配偶者では、本人、夫の収入変化額が正に大

きいほど、脱落する傾向がみられた。またその他にも、借り入れ負担が大きい世帯ほど、

脱落していることが確認された。 
第二に、結婚選択関数における脱落による推計バイアスを確認するべく、Inverse 

Probability Weighting 法（Wooldridge 2002a 2002b 2003、Robins, Rotnitzky, Zhao 1995）
による調整を行ったモデルと何の調整も行わなかったモデルとの係数の比較を行った。

Hausman Testにより、両モデルの係数間には、統計的に有意な差異が見られ、係数が過小
評価されていたことが確認された。また本論文を通じての関心事である、親の経済力から

の影響については、結婚選択への影響が確認できなかった。 
 
 
成果と課題 
 
 本論文では、1990年代以降に顕在化した「親への依存期間の長期化」という事象を基に、
親から子どもへの移転（経済的・非経済的）が子どもの家計行動に与える影響について、

さまざまな視点から考察を加えた。山田（1999）が唱えた、「パラサイト・シングル」論で
扱われた独身者に限らず、有配偶者であっても、また同居者に限定していなくとも、親か

らの影響力を観察することができた。その影響は、教育達成のみならず、成人後の職業経

歴、身体的・精神的苦痛、再就職行動、借り入れ制約など、親が（相対的に）豊かである

ほど、成人後の子どもにとって有利に働いていることが確認された。 
筆者は、これらの分析結果から、階層の固定化や格差論などの社会の耳目をひく刺激的

な結論を導きたいわけではない。ただ、親から子への依存関係の長期化が常態化している
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ということ、そして、それは世帯内が個計化しているといわれる現代にあってなお、親子

関係を紐帯が強いという事実を現していることの 2点を指摘したい。 
無論、その紐帯の役割は以前から強いものであった。しかし、それは相互補助関係であ

り、ライフステージが進むほど、「親から子へ」が「子から親へ」と移行するものであった。

本論文で示された紐帯は、従来と異なり、一方的な生活補填機能（「親から子へ」）の様相

を呈している。この様相をより強める事実として、世界に類を見ない高齢化を経験してい

る日本において、高齢者就業が保護され、親の現役期間が長期化していることが考えられ

る。 
本論文で示した結果を整理し、精査する上で、他の先進諸国との比較研究が必要となっ

てくる。依存関係の長期化という事象事態は日本固有の問題ではなく、英国（Jones, Wallace 
1992）をはじめ先進国でみられている。諸外国との比較研究を進めることで、先行する事
例から日本での状況を整理、また類型化することで今後の後発国への指針を見いだせると 
考えうる。 
また、上記の依存関係について考察する上で、施しを享受する子ども側からだけではな

く、その親からについてのアプローチも必要となってくる。一方的な依存関係に対して、

親たちはアンビバレンスを感じているはずであり、依存関係の転換点をどこに求めようと

しているのか省察すべきである。 
本論文を通して、親から子どもへの所得移転、サポートということが論じられているが、

その前提としてあるのが、親が子どもより豊かであり、子どもに対して施しができるとい

う点であった。しかし、北村・坂本（2004  2007）でも論じているように、世代により親
の豊かさに違いがあり、近年、親の経済力も過去の親と比べて相対的に弱体化しつつある

傾向が見られ、その前提の成立が難しくなりつつある。また、北村・坂本（2004）が示し
たような、親の加齢が進めば、こうした依存関係はいつかは逆転するものであるだろうと

いう側面は否めない。 
そうした点を考慮した場合の課題は、親の経済力の弱体化が進んでいくとき、家族とい

う所得保障機能が破綻し、例えば、若年失業という問題がより顕在化した場合に、失業し

た若年者へのサポートがどこに求められ、どのように行うべきかという点である。その具

体的な方途として、職業訓練や「学校段階において働くことに対する具体的な展望および

行動指針としての就業希望の形成」（玄田 2007：110）などの子どもの自立のための施策の
立案・実施については、本章では俎上にあげていない。何故なら、本論文で扱った JPSC
において、対象者が比較的若齢者に偏っているため、親の経済力の弱体化を明示的に捕捉

することができなかったらからである。本調査は、2000年代後半以降も継続調査され、新
しいコーホート4が加わっている。今後は、コーホート間比較などを行い、中期親子関係の

依存関係の変容について確認していきたい。 
 
                                                   
4 2008年調査（wave16）より、新コーホート（24～29歳）追加された。 
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